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一般財団法人日本規格協会 

 

産業標準案作成対象テーマの審議について 

 

 日本産業規格（JIS）の制定、改正又は廃止のための産業標準案（以下、JIS 案という。）

の作成に着手するに当たっては、当会認定産業標準作成機関 JIS 案作成規程に基づき、当

該 JIS 案作成対象テーマが適切であることについて、主務大臣による事前調査、及び JSA 事

務局による“JIS 案の作成開始要件”を満たすことの事前確認を経て、産業標準作成委員会に

お諮りすることとなっております。 

 つきましては、別添の JIS 案作成対象テーマについて、理由（必要性）及び期待効果、JIS

案の作成開始要件への適合状況、作成開始予定などを記載しておりますので、JIS 案の作成

に着手してよろしいかご審議をお願いいたします。また、産業標準作成委員会の下に JIS 素

案の調査審議及び作成を行うための WG を設置することについても併せてご審議をお願い

いたします。 

なお、字句等編集上の修正については、産業標準作成委員会事務局に一任いただきます

ようお願いいたします。また、ご承認いただいた JIS 案作成対象テーマは、利害関係者に公

表するために JIS 作成予定一覧表として JSA ウェブサイト掲載いたします。 

 



制定／
改正／
廃止

規格番号 JIS素案作成委員会
（WG）JIS案の名称 JIS案の英文名称 改正する理由（必要性） 作成開始

予定
認定
機関

産業標
準作成
委員会

対応する国際規格番号
及び名称規定項目又は改正点

制定・改正
に伴う廃止

JIS
期待効果

選定基準1
（JIS法第2条の産業標準化

の対象）

選定基準2
（JIS法第1条の法律の

目的）

選定基準3
（産業標準化の利

点・欠点）

選定基準4
（国が主体的に取り組
む分野の判断基準）

選定基準5
（市場適合性に関す

る判断基準）

対応する
国際規格
との対応
の程度

改正 B7610 重錘形圧力天びん 一般社団法人日本計
量機器工業連合会の
WG

Pressure balances この規格は、単純型構造又は内包型構造のピストン・シリン
ダを装備し、直接荷重式で、圧力範囲の上限が100 kPa〜
500 MPaのゲージ圧力及び絶対圧力の計測に対して用い
る重錘形圧力天びんの性能を確保するために必要な計
量・技術上の要求事項及び試験方法について規定し、
1994年に発行されたOIML R110を基に2012年に改正され
たものである。その後、2013年にJIS B 7616（重錘形圧力天
びんの使用方法及び校正方法）が制定されたことから、有
効断面積の決定に関する規定で重複している事項は、B
7616を引用し重複規定を避ける必要がある。また、不確か
さの規定についてもJIS B 7616の規定が適用できる事項に
ついては、B 7616を引用することとし、重複を避ける必要が
ある。このほか、同じ圧力計に係り、デジタル圧力計の特性
試験方法及び校正方法について規定したJIS B 7547が分
割制定されたのに伴い、これへの整合を図る必要がある。
このような状況から、関連するJISとの調整を図るとともに実
態に即した内容に改正する必要がある。

2024年7月JSA 02 計
測計量

OIML R110:1994主な改正点は、次のとおり。
・5.11（不確かさ）の記述について、JIS B
7616の（11 発生圧力値の不確かさ）におい
てより詳細に規定されていることから、これを
引用して、製造上必要な規定に絞り記載す
る。
・附属書A（A.4.3有効断面積の決定）につい
ては、JIS B 7616の（10 発生圧力の計算）と
非常に近い規定内容となっているため、JIS
B 7616の（10 発生圧力の計算）を引用し
て、規定の整合性を図り簡素化する。

－この改正によって、圧力計関係規格との整
合が図られるとともに、重錘形圧力天びん
の信頼性が向上し、継続的に計量性能が
担保された製品が市場に供給されることが
期待できる。

第2条の該当号：
1（性能）

対象事項：
重錘形圧力天びん

法律の目的に適合し
ている。

利点：
ア、オ、カ

欠点：
いずれも該当しな

い。

国際規格をJIS化する
もの

MOD

改正 B7616 重錘形圧力天びんの使用方法
及び校正方法

一般社団法人日本計
量機器工業連合会の
WG

Operation and calibration
procedures of pressure
balances

この規格は、単純型構造及びそれに準じるピストン・シリン
ダを装備し、直接荷重式で、圧力範囲の上限が100 kPa〜
500 MPaのゲージ圧力及び絶対圧力計測に対して用いる
重錘形圧力天びんの性能を確保するための使用方法及び
校正方法について規定し、2013年に改正されているが、そ
の後、同じ圧力計に係り、デジタル圧力計の特性試験方法
及び校正方法について規定したJIS B 7547が分割制定さ
れ、主としてJIS B 7610及びJIS B 7616で定められた重錘形
圧力天びんを標準器としてデジタル圧力計を校正する方
法が定められている。しかし、圧力計測に関わる用語の使
い方などに一部不整合があるため、この規格においてもこ
れらの圧力計測に関連するJISに整合する必要がある。ま
た、同時に改正を行うJIS B 7610（重錘形圧力天びんの製
造と精度等級のJIS）で規定している有効断面積の決定に
関する規定や不確かさの規定において、相互の規定内容
に重複がないような規定とすべきとの指摘があり、規定の振
り分けを行う必要がある。さらに、与えられた発生圧力値を
補正して計算する場合の式を改める必要がある。このような
状況から、近年の技術の実態に即し、より適正な校正が可
能となるJISに改正する必要がある。

2024年7月JSA 02 計
測計量

主な改正点は、次のとおり。
・重錘形圧力天びんの校正方法において、
類似の校正方法規格の技術規定及び用語
などに一部不整合があるため、これらの整合
を図る。
・有効断面積の決定や不確かさにおいて、
重錘形圧力天びんの製品規格との重複規
定を避け、それぞれに振り分けて規定する。
・重錘形圧力天びんの圧力基準高さの発生
圧力高さを補正する式を実態に即した式に
改める。
・参考文献に、旧JIS B7547の記載がある
が、本文中で参照している箇所がないことか
ら、12.7.1（参照標準器による不確かさ）など
の箇条でJIS B7547-1の該当箇所を参照す
ることを検討する。

－この改正によって、圧力計関係規格との整
合が図られるとともに、重錘形圧力天びん
の校正及び不確かさ評価方法の統一、高
度化が進み圧力の計量トレーサビリティの
確保と各種圧力計の製品評価精度の向
上に資することが期待できる。

第2条の該当号：
2（使用方法）

対象事項：
重錘形圧力天びん

法律の目的に適合し
ている。

利点：
ア、オ、カ

欠点：
いずれも該当しな

い。

JCSS（計量法校正事
業者登録制度）など
の適合性認定におい
て活用される。

無
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